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年：少子化社会対策基本法 5)制定，2004 年：少子化社会対策大綱 6)閣議決定，と国を挙げた
少子化対策が進められた．高齢化対策は高齢者でも暮らしやすい社会の整備，という観点か

















































































































造などの縮小が発生しているプロセスそのものを urban shrinkage，または smart shrink などと
呼ぶことが多い．また事例報告として，それぞれの原因・地域別等にこれまでの取り組みの
成果がまとめられている．特に欧米においては，Shrink Smart 調査プロジェクト 17)により各
























拡大をコントロールすることが導入目的の 1 つであった都市計画法（1968 年）制定を含めた























コンパクトシティに関する議論が進む中，2000 年後半から 2010 年前半にかけて，「逆都市
化 19)」「シュリンキング 20)」「むらおさめ 21)」「撤退の農村計画 22)」のように，都市の縮退に
関する考え方が書籍の中でも登場し始めている．また近年では国全体の動きとして，集約と
同時に縮退を実際に都市計画で実施するための法制度が整備されつつあり，都市再生特別措
置法の改定 23)（2014 年），公共交通施設等総合管理計画 24)（2014 年），空き家対策の推進に





























































































































































































































































































Geddes の「進化する都市(Cities in Evolution)84)」があげられる．これは，工業都市に生じる問
題の解明を生物学観点である“進化論”という概念から説いたものである．その後，Patrick 


































































































市サービス施設数”，の 3 点に着目し，都市構造に以下 3 つのいずれかの経年的変化が生じる
ことを，「縮退」と定義する． 














導入目的の 1 つであった都市計画法（1968 年）制定以後の範囲から，分析や目的によって適
宜設定するものとする．なお，本論文における“都市サービス施設”とは「経済センサスの大




























































































































































第 7 章では，これまでの第 2～6 章までの既存制度・研究のレビューや各用語の定義・本論
文での分析結果や考察を踏まえ，都市における「退化」全体で共通となる退化性能の着眼点
を整理・検討していく． 











図 3-1 全体構成 
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めの判断基準として，主に以下の 3 点が考慮されたデータである． 
1) 1970 年までの行政区や実行組合の重なり 
2) 1970 年における各種集会・集団の活動範囲 


























































































のトリップデータを活用する．なお，4.2.2 の分析対象年次に合わせ，東京 PT 圏調査のトリ
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ップデータのうち，1988 年以降のデータを 10 年間隔で 3 地点（1988・1998・2008 年）収集










ている．データ収集年次は 4.2.2・4.2.3 を踏まえ，1990・2000・2010 年の 3 地点としている．













なお，データ収集年次は前節までを踏まえ，1991・2001・2011 年の 3 地点としている．その
ため，2011 年については一般に公開されている経済センサスの 500m メッシュのデータを活
用している．また，2001 年については事業所・企業統計調査の 500m メッシュのデータをそ
のまま活用している．ただし，1991 年については，事業所・企業統計調査のデータは市区町
村単位の大分類別でのみ整備されている．そのため，市区町村単位都市サービス施設増減率










































割合はおよそ 4：9 の関係にある． 





3) 縮退共同圏第 2 軸において，対象としたどの年代においても高齢者が大きく寄与してい
るとともに，空き家率の影響が非常に大きい傾向が示唆された．また，都市計画区域に
関するダミー変数が負の値を示しており，1988-1998 年と 1998-2008 年で縮退に関するダ
ミー変数の正負が逆にある．以上のことより，縮退共同圏第 2 軸を「α-ⅱ.過疎軸」と 
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表 4-1 共同圏：主成分分析結果 


























2008年 0.946 -0.012 0.031 0.162 0.040 0.008 0.952 0.037 0.151 -0.032 -0.027 0.036 0.159
1998年 0.939 -0.015 0.035 0.167 0.041 0.005 0.942 0.027 0.156 -0.029 -0.021 0.034 0.175
1988年 0.932 -0.016 0.035 0.161 0.159 0.003 0.936 0.022 0.155 -0.025 0.136 0.024 0.149
2008年 -0.036 0.893 -0.147 -0.146 -0.005 0.037 -0.021 -0.189 -0.153 0.820 0.055 -0.093 0.002
1998年 0.009 0.906 -0.118 -0.220 -0.174 0.038 0.015 -0.098 -0.146 0.899 -0.237 -0.032 0.001
1988年 0.007 0.809 -0.108 -0.229 -0.133 -0.026 0.014 -0.105 -0.189 0.825 -0.165 -0.021 0.009
2008年 0.945 -0.006 0.209 0.017 0.009 0.027 0.879 0.210 0.023 -0.021 -0.046 0.017 -0.347
1998年 0.944 -0.007 0.221 0.011 0.008 0.026 0.888 0.210 0.013 -0.019 -0.044 0.007 -0.337
1988年 0.950 -0.004 0.215 0.009 0.009 0.026 0.881 0.202 0.013 -0.013 -0.039 0.008 -0.377
空家率 2010年 -0.020 0.637 -0.052 -0.094 0.000 0.048 -0.004 -0.088 -0.178 0.395 0.044 0.064 -0.100 住宅・土地統計調査
2008年 0.148 -0.150 0.726 0.493 0.082 0.032 0.117 0.739 0.470 -0.096 0.087 0.100 0.225
1998年 0.111 -0.157 0.734 0.491 0.086 0.002 0.110 0.730 0.476 -0.089 0.100 0.091 0.233
1988年 0.048 -0.104 0.407 0.263 0.809 -0.010 0.104 0.507 0.353 -0.079 0.703 0.039 0.156
2008年 0.245 -0.056 0.919 0.203 0.040 0.018 0.182 0.932 0.182 -0.082 -0.002 0.039 -0.042
1998年 0.225 -0.056 0.924 0.194 0.043 -0.003 0.189 0.937 0.151 -0.071 -0.005 0.007 -0.051
1988年 0.262 -0.033 0.918 0.181 0.045 0.004 0.209 0.934 0.156 -0.058 0.002 0.002 -0.081
1998年-2008年 0.878 0.023 -0.025 0.085 0.022 0.038 0.910 0.123 0.091 -0.055 -0.077 0.053 -0.006
1988年-1998年 -0.183 0.010 -0.002 0.005 -0.921 0.009 0.169 0.030 0.027 -0.025 -0.869 0.058 0.164
1998年-2008年 -0.675 0.016 -0.297 0.065 -0.001 -0.004 -0.675 -0.129 0.152 -0.020 0.004 0.147 0.052
1988年-1998年 -0.906 -0.029 -0.117 0.012 -0.022 -0.027 -0.168 0.076 -0.008 -0.095 -0.074 -0.029 0.806
1998年-2008年 0.014 0.026 0.057 0.056 -0.006 0.627 -0.009 -0.010 0.053 0.034 -0.004 0.482 -0.091
1988年-1998年 -0.022 -0.036 -0.036 -0.025 0.908 0.005 0.040 -0.017 -0.080 -0.144 0.821 0.100 0.022
1998年-2008年 -0.012 0.070 0.010 0.049 -0.006 0.750 -0.011 -0.004 -0.034 -0.035 0.030 0.830 0.004
1988年-1998年 -0.063 -0.685 0.011 -0.054 -0.082 -0.226 0.023 0.167 -0.037 -0.231 0.042 0.741 0.140
2008年 0.036 -0.243 0.286 0.873 0.034 0.032 0.040 0.231 0.898 -0.230 0.004 -0.009 0.004
1998年 0.034 -0.205 0.293 0.881 0.036 0.030 0.042 0.238 0.903 -0.219 0.006 -0.019 0.009
1988年 0.038 -0.152 0.332 0.842 0.048 0.025 0.055 0.282 0.863 -0.174 0.018 -0.042 0.033
市区域 0.280 -0.253 0.144 0.788 0.033 0.036 0.175 0.148 0.718 -0.304 -0.038 0.095 -0.106
市調区域 0.121 -0.639 -0.168 0.290 -0.026 0.103 0.092 -0.199 0.094 -0.577 -0.044 0.144 0.023
1998年-2008年 -0.109 -0.468 0.077 0.072 -0.005 -0.710
1988年-1998年 0.084 0.726 -0.083 -0.032 0.004 0.447
9.850 6.133 3.416 2.272 1.888 1.198 8.698 5.216 2.615 2.071 1.669 1.341 1.163
31.775 19.784 11.019 7.329 6.090 3.865 29.993 17.985 9.018 7.140 5.757 4.623 4.009





































































6) 縮退共同圏第 5 軸において，過去の人口に関する変数が大きく寄与している．具体的に
は，1988-1998 年における人口変化率と 1988 年時の人口の絶対数が同様の傾向を示して
いる．以上を踏まえ，本軸を「α-ⅴ.人口変動軸」と命名した． 










9) なお，縮退共同圏・非縮退共同圏いずれの主成分第 1 軸において，ほぼ同様の傾向を示
している一方で，最も大きく異なるとしては 1988-1998 年の都市サービス施設の変化量
があげられる． 
10) 非縮退共同圏第 2 軸は，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の密度が
大きく寄与している．そのため，「β-ⅱ.非縮退密度軸」であると判断した．なお，縮退
共同圏においては，「β-ⅱ.非縮退密度軸」と同様の傾向にある「α-ⅲ.縮退密度軸」が
第 3 主成分軸として抽出されている． 




圏の第 4 主成分軸として抽出されている． 









14) 非縮退共同圏第 6 軸において，都市サービス施設の変化率が経年的に単調であり，1998
年以降は人口においても都市サービス施設の変化と同様の傾向にある．以上を踏まえ，
「β-ⅵ.単調増加軸」であると判断した． 








否かが，要因の 1 つとして考えられる． 
 
4.3.2 共同圏単位における類型化地域の作成 




いて表 4-2・表 4-3 に示す．表中の数値は，それぞれに該当した共同圏における各主成分軸
の平均主成分得点を示している．また，図 4-2・図 4-3 にそれぞれ縮退共同圏・非縮退共同
圏の分布を示す．なお縮退共同圏においては，4.3.1 の分析で除外した 
 26 









表 4-2 縮退共同圏：クラスター分析結果 













高密度型 0.076 -0.413 0.547 1.379 0.044 -0.007 968
α-Ⅱ. 地方
縮退型 -0.009 -0.540 -0.185 -0.702 -0.098 -0.475 1461
α-Ⅲ. 過去
縮退型
-0.124 -0.158 -0.319 -0.579 0.871 3.156 110
α-Ⅳ. 過疎
高齢型



























表 4-3 非縮退共同圏：クラスター分析結果 

















0.016 2.419 0.771 -0.056 0.181 0.007 0.548 672
β-Ⅱ. 都計内
発展型
0.056 -0.185 1.139 -0.326 -0.096 -0.041 -0.101 3,000
β-Ⅲ. 地方
非縮退型
-0.041 -0.215 -0.881 -0.543 0.060 0.099 -0.042 3,383
β-Ⅳ. 高齢
分散型







































の 2 つに該当する生活圏は除外している． 
主成分分析の結果，固有値が 1 を超過した主成分軸が，縮退生活圏では 6 つ，非縮退生活
圏では 7 つ抽出され，いずれの生活圏を対象とした分析においても抽出した主成分軸におけ
る累積寄与率が 8 割以上の説明力が得られた．表 4-4 に各主成分軸の名称とその結果，およ
び使用した説明変数とその出典を示す．なお各主成分得点算出においては，変数を平均 0，
分散 1 に標準化してある． 
以下，分析の結果から考えられる生活圏全体の傾向について記載する． 
1) 縮退生活圏第 1 軸を見ると，対象期間内において人口や都市サービス施設の立地数が大
きく寄与している．ただしそれらの変化量を見ると，都市サービス施設は経年的に減少
し続けている一方で，人口は経年的に増加傾向にある．以上よりこの軸を「a-ⅰ.経年施
設減少軸」と命名している．なお，縮退生活圏第 1 軸と縮退共同圏第 1 軸において，ほ
ぼ同様の傾向が示された． 






3) 縮退生活圏第 3 軸は，いずれの対象年次においても高齢者率が大きく寄与し，空き家率
も同様の傾向にある．また，都市計画区域に関するダミー変数は高齢者・空き家率とは
逆の傾向を示している．以上より，「a-ⅲ.過疎軸」であると判断した． 
4) 縮退生活圏第 4 軸において，DID と都市計画区域に関するダミーが大きく寄与している．
そのため，本軸を「a-ⅳ.縮退市区域軸」であると判断した． 
5) 縮退生活圏第 5 軸において，過去の人口に関する変数が大きく寄与している．具体的に








表 4-4 生活圏：主成分分析結果 
























2008年 0.919 0.003 -0.090 0.133 0.044 0.117 0.927 0.057 0.142 -0.064 0.075 0.065 0.264
1998年 0.910 0.003 -0.090 0.148 0.048 0.109 0.916 0.052 0.144 -0.058 0.082 0.060 0.277
1988年 0.721 0.002 -0.105 0.129 0.599 0.104 0.920 0.054 0.138 -0.060 0.080 -0.064 0.259
2008年 -0.158 -0.044 0.868 -0.181 0.020 0.054 -0.146 -0.013 -0.174 0.834 0.016 -0.153 -0.021
1998年 -0.033 0.024 0.876 -0.285 -0.186 0.077 -0.014 0.049 -0.224 0.882 -0.033 0.242 -0.122
1988年 -0.042 -0.056 0.772 -0.241 -0.138 0.000 -0.016 -0.158 -0.257 0.798 -0.014 0.159 -0.172
2008年 0.955 0.020 -0.007 0.148 -0.010 0.036 0.910 0.159 0.131 -0.054 0.046 0.060 -0.258
1998年 0.957 0.022 0.000 0.155 -0.012 0.019 0.916 0.159 0.120 -0.045 0.045 0.055 -0.270
1988年 0.963 0.023 0.000 0.145 -0.007 0.043 0.909 0.157 0.111 -0.039 0.043 0.048 -0.310
空家率 2010年 -0.044 -0.042 0.736 -0.041 0.028 -0.033 -0.051 -0.080 -0.214 0.227 -0.080 0.003 -0.332 住宅・土地統計調査
2008年 0.012 0.993 -0.020 -0.035 -0.004 0.009 0.055 0.970 0.017 -0.019 0.046 0.025 0.157
1998年 0.003 0.995 -0.018 -0.035 -0.004 0.006 0.028 0.970 0.002 -0.010 0.045 0.019 0.157
1988年 0.001 0.986 -0.013 -0.030 0.043 0.015 0.029 0.940 0.009 -0.015 0.039 -0.189 0.153
2008年 0.037 0.995 -0.001 -0.021 -0.010 0.004 0.177 0.963 0.020 -0.023 0.032 0.041 -0.128
1998年 0.031 0.995 0.000 -0.022 -0.009 -0.006 0.204 0.946 0.021 -0.021 0.040 0.043 -0.157
1988年 0.032 0.994 0.003 -0.020 -0.008 -0.002 0.201 0.949 0.013 -0.014 0.038 0.039 -0.171
1998年-2008年 0.839 0.002 -0.068 -0.035 -0.001 0.184 0.883 0.096 0.103 -0.114 -0.003 0.108 0.097
1988年-1998年 -0.043 0.000 0.059 -0.026 -0.937 -0.035 0.244 -0.002 0.080 -0.002 0.036 0.895 0.204
1998年-2008年 -0.700 -0.035 -0.079 -0.184 0.040 0.174 -0.602 -0.090 0.088 -0.097 -0.008 0.040 0.320
1988年-1998年 -0.828 -0.024 -0.001 -0.015 -0.053 -0.266 -0.085 -0.011 0.119 -0.100 0.021 0.107 0.711
1998年-2008年 -0.230 -0.029 0.069 -0.177 0.017 -0.228 0.003 0.031 -0.058 -0.050 0.880 -0.067 0.070
1988年-1998年 -0.033 0.002 -0.065 0.081 0.883 0.015 0.035 0.008 -0.028 -0.138 0.138 -0.928 0.044
1998年-2008年 0.040 0.071 0.131 -0.100 0.031 -0.729 0.119 0.073 0.136 -0.095 0.908 0.002 0.036
1988年-1998年 0.143 0.078 0.247 -0.008 0.157 0.627 0.095 0.088 0.098 -0.055 0.904 -0.045 -0.023
2008年 0.179 -0.051 -0.282 0.902 0.040 0.041 0.146 0.013 0.931 -0.209 0.021 0.044 0.086
1998年 0.176 -0.051 -0.251 0.911 0.041 0.041 0.153 0.021 0.939 -0.198 0.025 0.042 0.093
1988年 0.204 -0.041 -0.139 0.872 0.070 0.093 0.190 0.041 0.891 -0.168 0.051 0.027 0.135
市区域 0.221 -0.042 -0.352 0.816 0.053 0.084 0.112 -0.049 0.642 -0.454 0.218 0.020 0.016
市調区域 0.018 0.005 -0.671 0.299 -0.007 0.024 0.017 -0.038 0.141 -0.576 0.401 0.024 0.014
1998年-2008年 -0.401 0.017 -0.243 -0.061 0.023 -0.672
1988年-1998年 0.231 0.141 0.682 0.032 0.025 0.435
8.498 6.041 4.932 2.079 1.971 1.288 8.361 5.046 4.126 2.477 1.898 1.345 1.150
27.412 19.487 15.911 6.706 6.358 4.154 28.832 17.400 14.228 8.540 6.546 4.638 3.966































































8) 非縮退生活圏第 2 軸において，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の
密度が大きく寄与している．以上より，「b-ⅱ.非縮退密度軸」と判断した．なお，本軸
も非縮退共同圏と同様の傾向を示している． 

























生活圏それぞれについて表 4-5・表 4-6 に示す．表中の数値は，それぞれに該当する生活圏
における各主成分軸の平均主成分得点を示している．縮退生活圏・非縮退生活圏それぞれの








と定義した生活圏に該当する地域のサンプル数やその分布をそれぞれ表 4-5 と図 4-4 に示し
ている．以下それぞれの図表の考察を記載する． 





お図 4-4 で a-Ⅱ.中心縮退型の分布を確認すると，東京 23 区内や神奈川県内にしか分布
していない． 






3) 図 4-5 から判断すると，東京の都心に近い地域において「b-Ⅰ.都心型」が分布し，都心
から離れるにしたがって「b-Ⅱ.高密成長型」「b-Ⅲ.値区域発達型」「b-Ⅳ.高齢郊外型」と
連続的に分布している傾向が見られる． 
4) 表 4-6 より，b-Ⅰ.都心型と b-Ⅱ.高密成長型を比較すると，b-Ⅱ.高密成長型における b-
ⅵ.開発軸が正となっており，1998 年以降に人口や都市サービス施設の立地が増加してい
る傾向にあることが分かる． 







6) 図 4-6 において，a-Ⅳ.地方部縮退型と b-Ⅱ.高密成長型においては上記 5)の傾向が見られ
ない．具体的には，a-Ⅳ.地方部縮退型においては約 7 割程度が縮退共同圏によって構成 
 
 
表 4-5 縮退生活圏：クラスター分析結果 














-0.120 0.175 -0.578 -0.899 0.021 -0.271 160
a-Ⅱ. 中心
縮退型
4.369 0.092 -0.171 0.363 0.206 1.280 18
a-Ⅲ. 都計内
縮退型
-0.244 -0.081 -0.463 1.260 -0.065 -0.275 137
a-Ⅳ. 地方部
縮退型






















表 4-6 非縮退生活圏：クラスター分析結果 














都心型 0.596 -0.029 -0.266 0.412 -2.591 0.047 -0.526 86
b-Ⅱ. 高密
成長型
0.860 0.151 0.431 -0.352 0.087 -0.295 1.119 124
b-Ⅲ. 市区域
発達型
-0.276 -0.092 0.281 -0.371 0.277 0.066 -0.187 444
b-Ⅳ. 高齢
郊外型










図 4-5 非縮退生活圏分布 
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主成分分析の結果，固有値が 1 を超過した主成分軸が，縮退交通圏では 8 つ，非縮退交通
圏では 9 つ抽出され，いずれの生活圏を対象とした分析においても抽出した主成分軸におけ
る累積寄与率が 8 割を超える説明力が得られた．表 4-7 に各主成分軸の名称とその結果，お
よび使用した説明変数とその出典を示す．なお各主成分得点算出においては，変数を平均 0，
分散 1 に標準化してある． 
以下，分析の結果から考えられる交通圏全体の傾向について記載する． 




2) 縮退交通圏第 2 軸においていずれの時点においても人口の影響が大きい．また，内々・
発生トリップの私用・通勤通学が大きく寄与しており，自地域が発地となる活動が盛ん
である可能性が考えられる．以上を踏まえ「A-ⅱ.地区内活発軸」であると考えられる． 





4) 縮退交通圏第 4 軸において，DID や市街化区域に関するダミー変数が正の値となってい
る．また，高齢者率はいずれの時点においても負の値となっている．以上を踏まえ，「A-
ⅳ.非高齢市区域軸」と命名した．自動車の分担率が低いことも特徴としてあげられる． 





6) 縮退交通圏第 6 軸において人口の変化量・変化率ともに大きい．その一方で，1998-2008
年における縮退ダミーが負の値を取っており，近年は人口の変化量・変化率が緩やかに
なっている可能性が考えられる．以上より，「A-ⅵ.人口変化軸」と命名している． 




表 4-7 交通圏：主成分分析結果 


































2008年 0.044 0.892 0.378 0.080 -0.095 0.061 -0.006 -0.036 0.809 0.341 -0.380 -0.113 0.077 0.122 0.085 -0.060 -0.121
1998年 0.008 0.915 0.316 0.088 -0.085 0.041 0.005 -0.061 0.792 0.388 -0.367 -0.154 0.037 0.073 0.076 -0.046 -0.120
1988年 0.013 0.913 0.320 0.088 -0.081 -0.017 0.018 -0.056 0.803 0.346 -0.358 -0.190 0.081 0.030 0.039 -0.055 -0.146
2008年 -0.417 -0.053 -0.448 -0.319 0.541 -0.195 0.066 -0.071 -0.073 0.317 0.312 -0.398 0.285 -0.296 0.128 0.364 -0.085
1998年 0.032 -0.231 -0.219 -0.352 0.735 -0.262 0.112 -0.051 0.083 -0.133 0.459 -0.501 0.407 -0.058 0.347 0.251 0.028
1988年 0.179 -0.343 -0.174 -0.299 0.686 -0.149 0.121 -0.010 0.042 -0.065 0.502 -0.449 0.294 0.017 0.425 0.262 -0.010
2008年 0.871 0.226 0.278 0.072 0.027 -0.007 0.132 0.174 0.929 -0.028 0.205 0.064 -0.094 0.030 0.060 -0.065 -0.143
1998年 0.857 0.234 0.285 0.078 0.028 -0.023 0.196 0.170 0.922 -0.036 0.213 -0.004 -0.170 -0.003 0.054 -0.050 -0.138
1988年 0.837 0.250 0.320 0.080 0.052 -0.046 0.195 0.174 0.908 -0.101 0.246 -0.032 -0.114 -0.028 0.069 -0.117 -0.126
2010年 0.461 -0.297 -0.247 0.071 0.469 0.202 0.016 -0.023 -0.155 0.272 0.367 0.014 -0.095 0.080 0.393 -0.212 0.308 住宅・土地統計調査
2008年 0.078 0.278 0.887 0.109 -0.121 -0.101 0.138 0.021 0.356 -0.724 -0.346 -0.299 -0.123 0.149 0.074 -0.151 -0.013
1998年 0.025 0.324 0.867 0.116 -0.130 -0.125 0.146 -0.053 0.360 -0.676 -0.385 -0.354 -0.151 0.115 0.061 -0.169 -0.005
1988年 0.026 0.319 0.866 0.114 -0.126 -0.149 0.151 -0.053 0.373 -0.689 -0.357 -0.364 -0.122 0.095 0.049 -0.166 -0.012
2008年 0.718 -0.286 0.244 0.078 -0.062 0.153 0.397 0.240 0.361 -0.747 0.293 0.053 -0.232 0.081 0.033 0.057 -0.078
1998年 0.701 -0.283 0.242 0.080 -0.069 0.150 0.437 0.235 0.365 -0.747 0.289 0.016 -0.278 0.068 0.029 0.061 -0.075
1988年 0.699 -0.279 0.267 0.082 -0.059 0.135 0.434 0.241 0.378 -0.751 0.311 0.014 -0.251 0.058 0.035 0.031 -0.072
1998年-2008年 0.331 0.165 0.690 -0.040 -0.119 0.197 -0.102 0.196 0.466 -0.178 -0.258 0.242 0.313 0.405 0.097 -0.125 -0.063
1988年-1998年 -0.081 -0.185 -0.137 -0.018 -0.044 0.837 -0.188 -0.060 0.273 0.489 -0.239 0.198 -0.317 0.356 0.317 0.054 0.148
1998年-2008年 -0.477 -0.225 -0.249 -0.103 -0.028 0.143 -0.651 -0.081 -0.041 0.068 -0.080 0.529 0.611 0.252 0.041 -0.106 -0.024
1988年-1998年 -0.288 -0.334 -0.572 -0.070 -0.291 0.276 -0.113 -0.156 0.087 0.493 -0.255 0.206 -0.418 0.189 -0.108 0.501 -0.087
1998年-2008年 0.525 -0.149 0.371 0.125 -0.118 0.302 0.132 0.483 0.003 -0.268 0.024 0.309 0.191 0.192 0.062 0.352 0.035
1988年-1998年 -0.034 0.095 0.013 0.088 -0.161 0.875 0.029 0.217 -0.166 0.296 0.044 0.139 -0.336 0.431 0.425 -0.019 0.466
1998年-2008年 0.075 -0.050 -0.094 0.052 -0.197 0.109 -0.721 0.085 -0.156 0.009 -0.097 0.559 0.616 0.157 0.006 -0.045 0.029
1988年-1998年 0.030 -0.175 -0.649 -0.207 -0.479 0.178 0.002 -0.067 -0.196 0.394 -0.066 0.320 -0.378 0.218 -0.192 0.396 -0.078
2008年 0.214 0.213 0.299 0.850 -0.071 0.053 0.020 -0.027 0.286 -0.208 -0.460 0.389 -0.081 -0.550 0.307 0.066 0.033
1998年 0.221 0.221 0.283 0.848 -0.079 0.003 0.030 -0.021 0.278 -0.221 -0.473 0.396 -0.069 -0.553 0.285 0.087 -0.038
1988年 0.236 0.230 0.342 0.821 -0.096 0.051 0.026 -0.035 0.320 -0.248 -0.493 0.359 -0.076 -0.461 0.231 0.033 -0.008
市区域 0.221 0.153 0.422 0.509 -0.326 -0.002 -0.071 0.017 -0.117 0.602 -0.068 0.213 0.116 -0.023 -0.118 -0.114 0.084
市調区域 -0.321 -0.042 -0.197 -0.093 -0.063 0.137 -0.039 0.608 0.148 -0.146 -0.339 0.306 -0.080 -0.235 0.079 -0.056 0.122
1998年-2008年 -0.163 -0.190 -0.717 -0.172 -0.025 -0.407 -0.001 -0.125
1988年-1998年 0.093 0.182 0.487 0.218 0.454 0.246 0.190 -0.088
2008年 0.698 -0.158 0.568 0.225 -0.100 -0.004 0.035 -0.224 0.352 -0.838 -0.123 0.080 0.162 0.088 -0.069 0.167 0.083
1998年 0.758 -0.184 0.489 0.188 -0.093 0.009 0.058 -0.221 0.367 -0.830 -0.078 0.091 0.158 0.075 -0.053 0.207 0.078
1988年 0.757 -0.171 0.466 0.176 -0.071 0.028 0.076 -0.271 0.366 -0.811 -0.080 0.073 0.163 0.045 -0.073 0.225 0.108
2008年 -0.389 -0.089 -0.801 -0.307 0.124 -0.003 -0.058 0.185 -0.423 0.737 0.444 0.068 -0.053 -0.068 0.018 -0.019 -0.028
1998年 -0.397 -0.096 -0.783 -0.322 0.127 0.003 -0.079 0.203 -0.443 0.726 0.418 0.124 -0.033 -0.055 0.019 -0.031 -0.033
1988年 -0.355 -0.108 -0.767 -0.342 0.123 0.001 -0.074 0.243 -0.422 0.646 0.474 0.143 -0.037 -0.009 0.038 -0.065 -0.061
2008年 0.627 0.700 0.125 0.151 -0.002 0.004 0.115 -0.048 0.886 0.323 -0.127 0.021 0.024 0.108 0.064 0.077 -0.114
1998年 0.484 0.813 0.137 0.102 -0.031 -0.015 0.154 -0.062 0.881 0.353 -0.125 -0.084 0.028 0.028 -0.031 0.069 0.038
1988年 0.582 0.714 0.182 0.097 -0.037 -0.066 0.173 -0.080 0.859 0.256 -0.118 -0.149 0.061 -0.088 -0.153 0.064 0.241
2008年 0.038 0.893 -0.172 0.204 0.058 0.002 -0.025 0.159 0.721 0.581 -0.178 0.001 -0.005 0.050 0.118 -0.025 -0.179
1998年 -0.018 0.931 -0.142 0.070 0.043 -0.091 -0.013 0.115 0.713 0.599 -0.108 -0.067 -0.020 -0.051 0.007 -0.017 -0.037
1988年 -0.002 0.925 -0.110 0.067 0.023 -0.120 0.005 0.100 0.692 0.569 -0.118 -0.091 0.033 -0.166 -0.112 -0.007 0.130
2008年 0.851 0.314 -0.168 0.141 0.104 -0.094 -0.048 0.064 0.812 0.306 0.266 0.103 -0.073 -0.046 0.087 0.008 -0.193
1998年 0.767 0.400 -0.196 0.026 0.189 -0.148 -0.024 0.180 0.822 0.309 0.335 0.004 -0.057 -0.060 0.026 -0.016 -0.045
1988年 0.808 0.283 -0.253 -0.005 0.155 -0.133 -0.021 0.172 0.737 0.321 0.390 -0.028 -0.064 -0.186 -0.030 0.014 0.083
2008年 0.826 0.427 0.243 0.136 -0.045 0.033 0.062 -0.159 0.957 0.104 -0.075 0.048 0.054 0.114 0.059 0.047 -0.081
1998年 0.695 0.600 0.276 0.088 -0.076 0.015 0.102 -0.189 0.939 0.186 -0.103 -0.081 0.060 0.026 -0.047 0.054 0.080
1988年 0.804 0.441 0.267 0.087 -0.059 -0.023 0.104 -0.188 0.906 0.071 -0.070 -0.138 0.077 -0.083 -0.158 0.042 0.266
2008年 0.042 0.891 0.365 0.092 -0.107 0.061 -0.020 -0.034 0.801 0.346 -0.391 -0.098 0.077 0.134 0.083 -0.067 -0.114
1998年 -0.025 0.916 0.303 0.039 -0.116 0.013 -0.016 -0.090 0.782 0.417 -0.318 -0.152 0.070 0.011 -0.039 -0.039 0.032
1988年 0.006 0.894 0.332 0.045 -0.119 -0.019 0.010 -0.114 0.750 0.354 -0.302 -0.202 0.118 -0.120 -0.155 -0.033 0.215
2008年 0.962 -0.061 0.116 0.098 0.019 0.003 -0.075 -0.056 0.826 -0.188 0.370 0.238 0.031 0.029 0.035 -0.101 -0.117
1998年 0.975 0.019 0.133 0.060 0.034 -0.011 -0.035 0.000 0.891 -0.121 0.346 0.115 0.006 -0.016 -0.037 -0.099 -0.003
1988年 0.972 -0.068 0.101 0.065 0.030 -0.003 -0.017 0.008 0.836 -0.151 0.420 0.094 -0.009 -0.111 -0.077 -0.115 0.107
2008年 0.829 0.339 0.171 0.116 -0.065 0.036 0.211 -0.167 0.914 0.025 0.004 0.097 0.002 0.143 0.028 0.142 -0.045
1998年 0.750 0.470 0.181 0.087 -0.094 0.021 0.239 -0.200 0.907 0.088 -0.004 -0.027 -0.015 0.056 -0.069 0.152 0.114
1988年 0.801 0.344 0.186 0.080 -0.084 0.003 0.265 -0.196 0.883 -0.004 0.019 -0.097 0.000 -0.051 -0.167 0.132 0.277
2008年 0.757 0.381 0.102 0.065 -0.007 -0.006 -0.106 -0.178 0.842 0.109 -0.119 0.022 0.083 0.141 0.075 0.093 -0.050
1998年 0.976 -0.025 0.094 0.068 0.005 -0.003 -0.066 -0.083 0.867 -0.128 0.342 0.190 0.011 0.001 -0.050 -0.011 0.034
1988年 0.974 -0.033 0.078 0.068 0.001 0.003 -0.060 -0.081 0.872 -0.107 0.319 0.126 0.017 -0.099 -0.125 -0.034 0.153
2008年 0.950 -0.175 0.053 0.091 0.021 0.000 -0.103 -0.092 0.674 -0.307 0.492 0.340 0.032 0.032 0.010 -0.077 -0.072
1998年 0.980 -0.063 0.089 0.067 0.030 -0.013 -0.019 -0.024 0.836 -0.185 0.433 0.187 -0.024 -0.013 -0.038 -0.058 0.004
1988年 0.974 -0.115 0.067 0.064 0.031 0.001 -0.010 -0.009 0.799 -0.194 0.483 0.147 -0.037 -0.094 -0.076 -0.086 0.098
28.201 11.759 6.757 3.306 2.208 1.681 1.465 1.202 25.682 11.001 5.679 3.104 2.261 1.989 1.322 1.296 1.011
44.065 18.373 10.558 5.166 3.450 2.626 2.290 1.879 41.422 17.744 9.160 5.006 3.647 3.207 2.132 2.090 1.631

























































































8) 非縮退交通圏第 8 軸において，1998-2008 年の人口変化率のみ大きく寄与していること
が分かる．そのため，「人口回復軸」と命名した． 


















13) 非縮退交通圏第 5 軸において人口・都市サービス施設の変化量・変化率が 1988-1998 年
と 1998-2008 年で逆の傾向をしめしている．本軸が正の地域においては，1988-1998 年と
比較して 1998-2008 年は人口・都市サービス施設ともに大幅に増加したことが予想され
る．そのため，「B-ⅴ.経年増加軸」と判断した． 
14) 非縮退交通圏第 6 軸において，土地利用に関する変数が全て負となっている一方で，人
口の変化量・変化率ともに正の値となっている．そのため，「B-ⅵ.市区域外人口軸」と
命名している． 




16) 非縮退交通圏第 8 軸において，1988-1998 年において都市サービス施設の変化量・変化
率ともに正である．本軸が正の地域においては，1988-1998 年に都市サービス施設が増
加傾向にあると考えられたため，「B-ⅷ.過去施設軸」であると考えられる． 











圏それぞれについて表 4-8・表 4-9 に示す．また，それぞれの分布を図 4-7・図 4-8 に示す．
以下に考察を記載する．なお，4.4.2 同様，類型交通圏を構成する各類型生活圏の割合につい
て図 4-9 に示す．以下，考察を記載する． 





















表 4-8 縮退交通圏：クラスター分析結果 



















-0.350 -0.531 0.293 0.599 0.034 -0.047 0.087 -0.033 45
A-Ⅱ. 都心
活発型
0.824 0.487 0.616 -0.095 -0.087 -0.196 -0.007 -0.061 34
A-Ⅲ. 地方
活発型
-0.164 0.815 -1.078 0.600 -0.077 0.552 -0.143 0.123 25
A-Ⅳ. 地方
高齢型

















経年的変化量の把握を行っており，その結果を図 4-12～図 4-14 に示す．なお，いずれの図
4-10～図 4-14 においても移動の中でも多くの居住者が共通して行う私用トリップについて
結果を示している．なお，対象地域における 2008 年の一人当たり私用トリップの平均は約
0.7【回/日】，1988 年は約 0.6【回/日】となっており，対象期間内においては経年的に増加傾 
 
表 4-9 非縮退交通圏：クラスター分析結果 




















-0.580 0.290 1.270 0.052 -0.633 -0.065 0.063 0.095 -0.225 93
B-Ⅱ. 高密
活発型
1.049 -0.036 0.202 0.053 0.045 0.002 -0.142 -0.164 0.421 129
B-Ⅲ. 高密
非自動車型 -0.293 -0.135 -0.140 -0.764 0.977 0.026 0.067 0.483 -0.148 100
B-Ⅳ. 地方
非縮退型








図 4-8 非縮退交通圏分布 
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図 4-9 生活圏：類型共同圏構成割合 
 
向にある点は考察する上で留意する必要がある．以下に考察を記載する． 






















11.11 3 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意
 
図 4-10 縮退有無別：2008 年一人当たり私用トリップ数 
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12.53 3 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意
*
 
図 4-11 縮退有無別：1988 年一人当たり私用トリップ数 
 












71.34 15 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意
*
 
図 4-12 非縮退交通圏：縮退地域含有割合別一人当たり私用トリップ数（2008 年） 
 










23.03 15 0.05 残差分析：**1%有意 *5%有意
 










































保てているか否かが，要因の 1 つとして考えられる． 
2) 縮退共同圏を対象とした主成分分析の結果，人口・都市サービス施設ともに縮退共同圏
の中では相対的にその分布数が多く，人口の減少幅が小さいという条件が最も説明力を








































































































これは，第 2 章でも整理した通り，都市の集約や縮退に関する法・制度の多くが 2014 年より
国から提示され，その中の 1 つである立地適正化計画は実際に多くの自治体で活用する意向
が示されており，居住者を対象としたパブリックコメントも実施されている（2017 年 7 月 31












































齢（18-65 歳）としている．表 5-1 にアンケート調査の概要を示す．アンケート調査におい
ては，基本的な個人属性の他に各種満足度や生活時間、直近 5 年における回答者の意識や活
動の変化そのものに関する質問も設けている．なお，直近 5 年というのは，5.1 で記載した
2014 年を含む期間を経年変化として把握できるように考慮したものである．またライフステ
ージの経年的な変化として「子育て状況」」「介護状況」「転居経験」を質問している（以下，
上記 3 つをまとめて本研究のライフステージとする）．なお，回答者の現在と 5 年前の郵便番
号を本アンケート調査の中で聞いており，後述する人口・都市サービス施設などを把握する
際に活用している． 




歳，31-35 歳，36-40 歳，41-45 歳，46-50 歳，51-55 歳 56-60 歳．61-65 歳の計 9 項目），性別(男，

























































数として使用している．外出頻度に関する要因分析の結果を図 5-1 に示す．なお web アンケ
ート調査において，「外出頻度」は平日・休日で分けて質問しているが，本分析においてはそ
の区別なく 1 週間の外出頻度を連続変数として算出している．アンケート回答者における 1
































































































































































































































































































図 5-1 地域活動に関する要因分析（数量化Ⅰ類） 
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図 5-2 外出頻度別：年齢割合 
 


















0.17 残差分析： **1%有意 *5%有意  



































数量化Ⅰ類分析を行い，その結果を図 5-4 に示す．本分析で用いた web アンケート調査にお





















































































































































































































































































































度を被説明変数とした要因分析を実施する．説明変数は図 5-1・図 5-4 と同様の説明変数を
用いる．これにより，用各説明変数ごとの「外出頻度」と「生活満足度」の傾向とを比較で
きるようにした．現在の生活満足度に関する要因分析の結果を図 5-5 に示す．なお web アン














2) 個人属性に着目すると，図 5-5 において「生きがい」の有無が非常に大きな影響を与え
ており，クロス表の残差分析の結果を考慮すると，生きがいを持っていない者において
現状の満足度は極めて低くなる傾向にある． 





































































































































































































































































































を用いている．分析結果を図 5-6 に示す．なお，図 5-5 と図 5-6 を比較することで，図 5-5
で使用した説明変数の影響度そのものの経年変化についても把握することが可能である．図
5-6 に関する考察を以下に記載する． 













































































































































































































































































































てそれぞれ図 5-7・図 5-8 に示す．なお，いずれの図表においても，χ2検定を行い，5%以内
で統計的に有意な結果が得られた．そのため，それぞれの都市構造の変化ごとにクロス集計
表の残差分析を実施している．以下にそれぞれの表の考察を記載する． 
























































図 5-7 周辺モビリティの変動による活動意向の変化 
 


















































































5) 図 5-10 の「現状：基礎情報：雇用形態・労働時間」をみると，正社員である者が有意に
自宅活動意向が高まる傾向が示された．これは，他の属性の者と比較して定期的に公共
交通を利用している傾向にある可能性が高いことが原因として考えられる． 




7) 図 5-11 においても図 5-9・図 5-10 に，地域属性の中では現状の利便性に関わる項目の
レンジ値が大きい結果となっており，現状の都市サービス施設の絶対数よりも，利便性
を確保することが活動意向を高める上で重要である可能性が考えられる． 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5-12 同じ趣味の人たちが集まる施設を作ることによる自宅活動意向の変化 
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める要因は個人属性によるものが多い一方，施策によっては利便性の影響が個人属性よ


























































































































































は約 214.9km2（いわき市の約 1/6 程度），人口は 3,479 人（平成 26 年 8 月時点）となっ
ている． 





























区を分析対象として抽出した理由の 1 つである）．その中では，全ての児童が 55 分以内で登
































な か み さ か
 
下三坂
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平成 26 年 10 月 5 日（日）に三和ふれあい館にてワークショップを実施した．実際に三和
地区に居住している参加者の率直な意見を聞き，アンケート調査等に活用することを目的と



































































な買い物活動を把握し，今後の利便性向上手法の検討を行うために 2013 年 10 月にアンケー
ト調査を実施した．また日常的買い物活動が不便である者の現状を把握するために，アンケ 
 














































れぞれの実態等を把握することができる．また，全ての町丁目を上記の 4 つの因子を用いる 
 
 


































































































図 6-5 自動車・路線バスの利用頻度 
 














図 6-6 居住者の日常生活で抱えている不安の程度 
 






















4) 図 6-6 より，「子供の通学が大変になる」という項目では，世帯に児童がいない者も含め
地区全体の 7 割以上の者が不安に感じている． 子供の通学が地区全体の問題として認識
されていると考えられる． 














果を示す．なお，図 6-8 中の病院による送迎バスは，目的地が病院のみであることを想定 
 










図 6-8 送迎サービスの利用実態と利用意向 
 








図 6-9 スクールバス【居住者同乗可】の利用意向 
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院による送迎と近所・地域の人による送迎の 2 サービスに焦点を当て，検討を行う．図 6-12・
図 6-13 に，それぞれの対策を実施することによる利用意向の変化の程度を示す．また，表
6-3・表 6-4 には，年齢別に各種対策による利用意向変化の程度を示す．以下考察を記載する． 











































図 6-12 病院による送迎：各対策実施による利用意向変化 
 
























3.2% 14.3% 0.0% 14.3% 14.3% 57.1%
7.3% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%
12.4% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%
21.6% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%
27.1% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%
65～75歳(N=35) 16.1% 34.3% 20.0% 14.3% 11.4% 20.0%
75歳～(N=27) 12.4% 33.3% 14.8% 14.8% 3.7% 33.3%
3.3% 14.3% 0.0% 28.6% 14.3% 42.9%
7.5% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%
12.7% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%
22.1% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%
27.7% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%
65～75歳(N=34) 16.0% 38.2% 14.7% 17.6% 8.8% 20.6%
75歳～(N=23) 10.8% 30.4% 13.0% 17.4% 8.7% 30.4%
3.2% 14.3% 0.0% 28.6% 14.3% 42.9%
7.4% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%
12.4% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%
21.7% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%
27.2% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%
65～75歳(N=34) 15.7% 44.1% 14.7% 17.6% 5.9% 17.6%










































3.0% 14.3% 14.3% 42.9% 0.0% 28.6%
6.9% 37.5% 18.8% 12.5% 6.3% 25.0%
11.7% 25.9% 18.5% 29.6% 0.0% 25.9%
19.9% 41.3% 17.4% 15.2% 4.3% 21.7%
25.5% 32.2% 30.5% 18.6% 3.4% 15.3%
65～75歳(N=43) 18.6% 48.8% 44.2% 2.3% 0.0% 4.7%
75歳～(N=33) 14.3% 57.6% 15.2% 12.1% 0.0% 15.2%
3.0% 14.3% 14.3% 28.6% 0.0% 42.9%
6.9% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%
11.6% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%
20.3% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%
25.4% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%
65～75歳(N=43) 18.5% 58.1% 34.9% 2.3% 0.0% 4.7%

































A) 複数のモビリティサービスに利用意向を示す者（237 名） 
B) 病院による送迎バスにのみ利用意向を示す者（48 名） 
C) 近所・地域の人の送迎にのみ利用意向を示す者（2 名） 
D) スクールバス【居住者同乗可】にのみ利用意向を示す者（1 名） 













に対する利用意向を高める一助になると考えられる．結果を図 6-14・図 6-15 に示し，考察
を以下に記載する．なお，図 6-14・図 6-15 においては，独立性の検定を実施し，1％水準で
有意であることを確認している． 
 









図 6-14 分類別：いわき市広報誌活用程度 
 









図 6-15 分類別：まちづくり活動参加程度 
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分析結果を図 6-18 に示し，以下に考察を記載する． 










図 6-16 移動販売の訪問頻度 
 










図 6-17 インターネットの利用頻度 
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3) 図 6-19より，いわき市の中心部であるいわき駅より 10kmほど離れている地域において，
移動販売の利用意向が高い地域が見られる．実際のいわき市の地形等と重ね合わせると，
住宅が多く立地している地域が，上記の地域と合致している． 




5) 図 6-20 において，いわき市の中山間地域において，地域によってはネットショッピング
の利用意向が高い地域が存在する．特に，中山間地域の中でも公共交通が通っている地
域の方が，ネットショッピングの利用意向が高い傾向が示唆された． 













































図 6-21 各サービス消失による転居可能性 
 



















図 6-22 転居希望者：希望移動販売付随サービス 
 93 
なお，図 6-21～図 6-23 において，それぞれ独立性の検定を行い，χ2値と自由度から，P 値を
算出した．その結果いずれも 5%以内で統計的に有意な結果が得られた．そこで，さらにク
ロス表の残差分析を実施し，選択肢ごとの統計的有意性についても検討している．図 6-22・
図 6-23 において，以下に考察を記載する． 








2) 図 6-23 において，ネットショッピングにそれぞれの対策を行うことで，「今後は利用し
たい」と考える者と「今後も利用しない」と考える者がほぼ同数程度存在した．なお移 
 



















図 6-23 対策ごと今後のネットショッピング利用意向 
 



















4) また図 6-23 において，「注文の仕方を教えてもらうことでネットショッピングを利用し
たい」と回答した者が，他の選択肢と比較して統計的に有意な差があることが示された． 
図-23 の中で，「注文の仕方を教えてもらえることでネットショッピングを利用してみたい


















































































































































































































































表 7-1 都市における「退化」を検討する上での目的別の着眼点の整理 
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本アンケート調査票は、1 世帯に 2 部配布しております。ご家族の中で高校生以上
の 2 名の方に記入をお願い申し上げます。なお、1 部のみのご記入でも構いません。 
記入がお済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ、切手を貼らずに、平成 26 年
11 月 28 日(金)までに投函して下さい。 
  いわき市 都市建設部 総合交通対策室       
   筑波大学大学院 システム情報系 社会工学域 
























・アンケート中にある「本震災」とは、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を指します。 
・アンケート中にある「スクールバス」とは、小中高校の登下校の時間帯に、小中高校生のみを
送迎することを目的としているバスのことを指します。 
・回答欄に番号がある場合は、該当する番号を〇で囲んで下さい。     (例：1 ) 

















1) 鉄道 A. 路線 1 2 3 4 5 
B. 運行時間 1 2 3 4 5 
2) 路線バス A. ルート 1 2 3 4 5 













1) 鉄道 A. 利用頻度 1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
B. 主な 
利用目的 
1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 
4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 
2) 路線バス A. 利用頻度 1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
B. 主な 
利用目的 
1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 
4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 
 
問 4 ご家族の中に小中高校生がいらっしゃる方にお聞きします。 
通学の手段として路線バスを利用していますか。（現在高校生の方は、ご自身の
ことをお答えください）（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 
回答欄 
1. 利用していない    2. たまに利用している  3. 週 1 回程度 














1) 運賃 1 2 3 4 5 6 
2) 停留所までの距離 1 2 3 4 5 6 
3) 運行本数 1 2 3 4 5 6 
4) 運行時間帯 1 2 3 4 5 6 
5) 定時性 1 2 3 4 5 6 
6) 設定ルート 1 2 3 4 5 6 
7) 車両・施設のバリアフリー度 1 2 3 4 5 6 
8) 停留所付近の駐車場・駐輪場 1 2 3 4 5 6 
9) 店舗への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
10) 通勤場所への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
11) 医療施設への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
12) 総合的に考えて 1 2 3 4 5 6 
付録 3 
- 36 - 
 
問 6 自動車の利用について、あなたご自身のことをお答え下さい。（項目ごとに 1 つ
ずつ〇をつけて下さい） 
項目 回答欄 
1) 運転免許 1. 大型自動車   2.普通自動車   3. 自動二輪車  
4. 原動機付き自転車のみ       5. 持っていない 
2) 自動車の保有 1. ほぼ自分専用の自動車がある 
2. 家族共用の自動車がある      3. 持っていない 
3) 自動車の利用頻度 1. 利用しない    2. たまに利用する  3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度  5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
4) 主な利用目的 1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 
4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 
5) お住まい周辺の 
    道路整備状況 
1. 不満       2. 少し不満   3. どちらともいえない 
4. まあまあ満足 5. 満足 
 
問 7 自動車が運転できなくなった場合、あなたの日常生活の豊かさがどのように変
化すると思いますか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 
回答欄 
1. 変化しない         2. あまり豊かではなくなる  3. 豊かではなくなる 
4. 日常生活さえままならない 5 . 分からない   6. その他（        ） 
 




1) 頻度 1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
2) 主な交通手段 1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 
5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 




1) 頻度 1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
2) 主な交通手段 1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 
5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 
3) 所要時間 約 （        ） 分 
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通院（かかりつけの病院を想定してください） 
項目 回答欄 
1) 頻度 1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
2) 交通手段 1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 
5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 
3) 所要時間 約 （        ） 分 
4) 訪問施設名 地名【町丁目】（       ） 施設名（        ） 
 
問 9 あなたは、この 1 ヶ月程度の中で、以下のような手段で公共交通に関する情報を
得る機会がありましたか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 
回答欄 
1. パンフレット・チラシ    2. 近隣会場等での説明会      3. 回覧板 
4. 自治会の方の自宅訪問    5. 地域居住者との日常的な会話    6. 市の広報 
7. その他（                       ）     8. 得ていない 
 
問 9 で 8 以外を選択された方にお聞きします。 




1) 鉄道利用 1. 全く変化ない  
2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 
3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 
4. その他（                 ） 
2) 路線バス利用 1. 全く変化ない  
2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 
3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 
4. その他（                 ） 
3) 自動車利用 1. 全く変化ない  
2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 
3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 
4. その他（                 ） 
以下の問 11 から問 16 までは、あなたの最寄りのバス路線から、三和中学校行のスク
ールバスが運行された場合を想定してください。 





1. 利用しない      2. たまに利用したい   3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度    5. 週 5 回程度      6. その他（         ） 
付録 3 





1) 登校時刻 1.希望する（        ）時 学校着    2. 特に希望はない 
2) 下校時刻 1.希望する（        ）時 学校発    2. 特に希望はない 
 
問 13 問 12 で回答した時間帯にスクールバスが運行された場合、子供の通学に対す
る不安が、どの程度軽減されますか。（現在高校生の方は、ご自身のことをお答
えください）（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 
回答欄 
1. 非常に軽減する     2. やや軽減する     3. どちらともいえない 
4. あまり軽減しない   5. 全く軽減しない   6. その他（         ） 
 
問 14 居住者の皆さんもスクールバスに乗車可能になった場合、あなたは、利用した
いと思いますか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 
回答欄 
1. 利用しない      2. たまに利用したい   3. 週 1 回程度 
















1) 移動手段がなくなる不安 1 2 3 4 5 
2) 商業施設に行けなくなる不安  1 2 3 4 5 





1. いわき駅前↔上三坂     2. いわき駅前↔差塩仲町    3. 上三坂↔家の前  
4. その他（               ）         5. 希望しない 
 
問 17 以下の項目にある移動手段について、あなたの現状をお答えください。（最もあ










1) 病院による送迎バス 1 2 3 4 
2) 近所・地域の人による送迎 1 2 3 4 
 
付録 3 









例) それぞれ該当する数字に○ 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
1) いつでも利用できる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
2) 同乗者が保険によって補償される  1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
3) 運転者が保険によって補償される  1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
4) 自宅の前まで来てくれる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
5) 商業施設に寄ってくれる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 
 
問 19 自動車が運転できなくなった場合でも、公共交通や問 14 と問 18 のように、あ
なたの周りの移動手段が充実することによって、あなたの日常生活は豊かなも












1) 公共交通の本数が増加 1 2 3 4 5 
2) スクールバス(居住者は乗車不可) 1 2 3 4 5 
3) スクールバス(居住者も乗車可) 1 2 3 4 5 
4) 病院による送迎バス 1 2 3 4 5 






















1) 道路が途絶されてしまう  1 2 3 4 5 6 
2）他集落・家族・友人と 
  連絡が取れなくなる 
1 2 3 4 5 
6 
3) ライフラインが使えなくなる 1 2 3 4 5 6 
4) 食料の入手が困難になる  1 2 3 4 5 6 








1) 公共交通がなくなる 1 2 3 4 5 6 
2) 自動車運転ができなくなる 1 2 3 4 5 6 
3) 商業施設に行けなくなる  1 2 3 4 5 6 
4) 医療施設に通えなくなる  1 2 3 4 5 6 
5) 子供の通学が大変になる  1 2 3 4 5 6 
6) 高齢者の送迎が大変になる 1 2 3 4 5 6 
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問 21 あなたは、本震災時において、以下の項目ついて実際に困ることがありました














1) 通勤・通学の移動 1 2 3 4 5 6 
2) 買い物での移動 1 2 3 4 5 6 
3) 病院への移動 1 2 3 4 5 6 
4) 飲料水 1 2 3 4 5 6 
5) 食料 1 2 3 4 5 6 
6) 薬 1 2 3 4 5 6 
7) 灯油 1 2 3 4 5 6 
8) ガソリン 1 2 3 4 5 6 
9) 電気 1 2 3 4 5 6 
10) ガス 1 2 3 4 5 6 




1) 移動手段 1. 鉄道利用の増加      2. 鉄道利用の減少 
3. 路線バスの利用増加    4. 路線バス利用の減少 
5. 自動車利用の利用増加    6. 自動車利用の減少 
7. その他（       ） 8. 変化なし 
2) 近所・地域の人との
自動車での移動 
1. 人を乗せる機会が増加した 2. 人を乗せる機会が減少した 
3. 人の車に乗る機会が増加した4. 人の車に乗る機会が減少した  
5. その他(       )       6. 変化なし 
3) 地域内で水や食料
等を分け合った 
1. 普段より増加した         2. 普段より減少した 
3. その他(       )       4. 変化なし 
問 23 あなたご自身が、日常生活において感じていることをお答えください。(項目ご












1) 地域住民と話す機会が多い  1 2 3 4 5 
2) 地域住民を信頼している 1 2 3 4 5 
3) 日頃から健康には注意している  1 2 3 4 5 
4) 地域のまとめ役をよく引き受ける  1 2 3 4 5 





1 2 3 4 5 
7) まちづくりに積極的に関わりたい  1 2 3 4 5 
8) 近隣で行事等があったら参加したい  1 2 3 4 5 
9) 災害等に備えて備蓄をしている 1 2 3 4 5 
10) 現在の居住地に満足している  1 2 3 4 5 
 11) 現在の生活は豊かである 1 2 3 4 5 
 
付録 3 
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問 24 あなたのご自身のことについてお答えください。(項目ごとに 1 つずつ○をつけ
て下さい) 
項目 回答欄 
1) 性別 1. 男性   2. 女性 
2) 年齢 1. 15－19 歳   2. 20－29 歳   3. 30－39 歳   4. 40－49 歳 
5. 50－59 歳    6. 60－65 歳   7. 66－69 歳   8. 70－74 歳 
9. 75－79 歳   10. 80 歳以上 
3) 職業 1. 農林漁業従事者 2. 保安業従事者  3. 技能工・生産工程従事者 
4. 販売従事者     5. サービス業従事者      6. 運輸・通信従事者 
7. 事務的職従事者 8. 技術・専門的職従事者  9. 管理的職従事者 
10. 学生 11. 主婦・主夫(職業従事者を除く)12. 無職 13. その他(          ) 
4) 居住形態 1) 単身              2) 夫婦のみ  3) 夫婦と未婚の子のみ 
4) 夫婦と親からなる世帯 5) 三世代世帯 6) ひとり親と未婚の子のみ  








1) 家族と話す機会が多い 1    2    3    4    5 




1. 家族を乗せる機会が増加した  2. 家族を乗せる機会が減少した 
3. 家族の車に乗る機会が増加した  4. 家族の車に乗る機会が減少した  




1) 小学校（学年：【     】年生） 2) 中学生 3) 高校生 
5) 持ち家形態 
1. 持ち家戸建   2. 持ち家マンション・アパート   3. 賃貸戸建 
4. 賃貸マンション・アパート     5. 知人の住まいに避難中 
6. その他(            ) 
6) 居住年数 いわき市で約 (      ) 年 現住所で約 (       ) 年 






































記入がお済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ、切手を貼らずに、平成 25 年 10
月 14 日(月)までに投函して下さい。 
  いわき市 商工観光部商工労政課       
   筑波大学大学院 システム情報系 社会工学域 
教授 谷口 守 









・「震災」とは 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災のことを指します。 
・回答欄に番号がある場合は、該当する番号を〇で囲んで下さい。     (例：1 ) 









     川前・久之浜大久・その他(                 ) 
※もう少し詳細な地名が分かれば教えて下さい。(             ) 
店舗名：(                        ) 
付録 4 
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問 2 あなたは現在、それぞれの店舗をどの程度の頻度で利用していますか。 (項目ご














1) 個人商店 1 2 3 4 5 6 
2) マルト、ヨークベニマル 1 2 3 4 5 6 
3) コンビニエンスストア 1 2 3 4 5 6 
4) ドラッグストア 1 2 3 4 5 6 
5) イトーヨーカドー、イオン、エブリア  1 2 3 4 5 6 
 
問 3 現在、それぞれの店舗に行くために最もよく利用する主な交通手段は何ですか。 
(項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 
項目 回答欄 








1) 個人商店 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
2) マルト、ヨークベニマル 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
3) コンビニエンスストア 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
4) ドラッグストア 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

















1) 価格 0 1 2 3 4 5 
2) 品質・新鮮さ 0 1 2 3 4 5 
3) 品揃え 0 1 2 3 4 5 
4) 自宅からの距離 0 1 2 3 4 5 
5) 駐車場・駐輪場の整備状況  0 1 2 3 4 5 
6) 販売員とのコミュニケーション  0 1 2 3 4 5 
7) 知人とのコミュニケーション  0 1 2 3 4 5 
8) 営業日・営業時間 0 1 2 3 4 5 
9) 買い物そのものの楽しみ 0 1 2 3 4 5 
10) 総合的に考えて 0 1 2 3 4 5 
 
回答欄 
1. 個人商店  2. マルト、ヨークベニマル  3. コンビニエンスストア  4. ドラッグストア 
5. イトーヨーカドー、イオン、エブリア  6. その他(               ) 
付録 4 



























1) 移動販売 1 2 3 4 5 6 
2) ネットショッピング 1 2 3 4 5 6 
3) お届けサービス 1 2 3 4 5 6 
4) カタログ販売 1 2 3 4 5 6 
 
問 6 あなたのお住まいの周囲に移動販売が訪れることがありますか。(最もあてはま
る 1 つだけに○をつけてください) 
回答欄 
0. 来ているかわからない  1. 全く来ない   2. 週 1 回程度    3. 週 2・3 回程度   
4. 週 5 回程度         5. 要望すればいつでも来てくれる         




1. 自宅前 2. 最寄り公園、空き地 3. 最寄り小中学校 4. 最寄り公民館、集会所 5. 最寄り集合住宅 





1) 利用頻度 1. 利用しない  2. 月 1 回程度利用する      3. 週 1 回程度利用する 
4. 週 2・3 回程度利用する 5. 週 5 回程度利用する 6.毎日利用する 
7. その他(              ) 
2) 利用目的 1. 電子メール 2. ブラウザ利用(インターネット)  3. ネットショッピング 
4. SNS やブログサービス(Facebook・Twitter など) 5. クラウドサービス 
6. 動画配信サービス       7. その他(            ) 
付録 4 
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0. わからない         1. 利用しない       2. 年に数回程度利用する 
3. 月 1 回程度利用する        4. 週 1 回程度利用する 





2) 利用目的   
    など 
1. 生鮮食料品を購入する       2. 日用品を購入する 
3. 米・水などの重いものを購入する 
4. ネットショッピング限定商品を購入する 
5. 地方の特産品を購入する      6. 実物を見て買い物したいので利用しない  
7. 信頼性の面でインターネットに不安があるので利用しない 
8. 家族などが必要なものを買い揃えてくれるので利用しない 



















例) それぞれ該当する数字に○ 1 2 ③ 4 5 6 1 2 3 ④ 5 6 1 2 3 4 5 ⑥ 
1) 配送料金が安くなる  1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 
2) 即日に配達してくれる  1 2 3 4 5 6  
3)注文の仕方を教えてもらえる   1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 
4)実施店舗の情報がわかりやすい 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 
5)特売チラシと同じ値段で買える 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6  
6)決まった時間に来る・届く  1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 
7) より豊富な品ぞろえ 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 
回答欄 
1. パソコンや携帯端末を購入したら使ってみたい 
2. 料金が安ければ使ってみたい（月    円以内） 
3. 使い方が分からない時に教えてもらえれば使ってみたい 
4. 近所の公民館・集会所などにパソコンが設置されれば使ってみたい 
5. 使ってみたいとは思わない(理由：                              ) 
































1) 鉄道 1 2 3 4 5 




1) 公共交通の利用頻度  1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 
4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 
2) 震災直後の 
   利用頻度の変化 
1. 変化なし   2. 利用が増加した    3. 利用が減少した 
4. 震災後に利用するようになった 5. 震災後に利用しなくなった  
 
問 15 あなたはお住まいの最寄りの公共交通にどの程度満足していますか。(項目ごと











1) 運賃 0 1 2 3 4 5 
2）お住まいから駅・停留所への距離  0 1 2 3 4 5 
3) 運行頻度 0 1 2 3 4 5 
4) 定時性 0 1 2 3 4 5 
5) 車両・施設のバリアフリー度 0 1 2 3 4 5 
6) 駅・停留所付近の駐車場・駐輪場 0 1 2 3 4 5 
7) 店舗への行きやすさ 0 1 2 3 4 5 
8) 通勤(通学)面での利便性 0 1 2 3 4 5 
9) 医療施設への行きやすさ 0 1 2 3 4 5 
10) 総合的に考えて 0 1 2 3 4 5 
回答欄 
1. テレビ電話などを使用して実物を確認しながら買い物できる 
2. 配送手数料などの金額によっては使ってみたい（１回     円以内） 
3. 特売チラシと同じ値段で買える     4. 少量単位でも受け付けてくれる 
5. 手作り商品が豊富にある        6. 地元の商品が豊富にある 
7. その他（                  ） 
8. どのような特色があっても利用しない（理由：                     ）  
付録 4 
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問 16 自動車の利用についてお聞きします。 (項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 
項目 回答欄 
1) 自動車の保有 1. 自由に利用できる自動車を持っている 
2. 家族共用の自動車を持っている   3. 持っていない 
2) 自動車の利用頻度 1. 利用しない  2. 週 1 回程度  3. 週 3 回程度 
4. 週 5 回程度  5. ほぼ毎日 
3) 震災直後の 
   利用頻度の変化 
1. 変化なし 2. 利用が増加した 3. 利用が減少した 
4. 自動車を手放した 5. 新たに自動車を購入した 
4) ご自宅周辺の 
    道路整備状況 
1. 不満       2. 少し不満   3. どちらともいえない 
4. まあまあ満足 5. 満足 
 
4. あなたの居住環境に関してお聞きします 

















1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
2) 周辺公共交通がなくなる  0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
3) 周辺医療施設がなくなる  0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 




1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
6) 自動車が運転できなくなる 0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
 
5. 今後の日常生活の利便性向上に関してお聞きします 
問 17 の「転居する可能性」という項目で、ひとつでも 4.5.と回答された方にお聞きします。  
問 18 具体的にその転居の候補先はどこですか。(あてはまるもの 1 つだけに○をつけ
てください) 
回答欄 
1. いわき市内の(     )町  2. 町名までは決めていないが、より中心地に近い場所 
3. 町名まで決めていないが、現在住んでいる近隣の場所 4. いわき市外 (     ) 













- 48 - 
問 19 なぜその場所を考えましたか。(あてはまるものすべてに○をつけてください) 
回答欄 
1. 歩ける範囲で日常的買い物ができるから  2. 公共交通が便利なため 
3. 道路が整備されており、自家用車を使用しやすくなるから 
4. 勤務先・通学先に近いから             5. 親戚・知り合いが近くに住んでいるから 
6. 以前住んでいたことがあるから         7. 自然環境(公園や緑地)が整っているから 
8. 自分が求めている条件の物件があるから 9. 地震や災害に強いから 





1. 高齢者の安否確認サービス       2. 定期的な健康状態の確認サービス 
3. ホームヘルパーの巡回サービス   4. 日常生活の中での相談サービス 
5. 郵便物などの依頼サービス     6. 御用聞きで必要なものを配達するサービス 
7. その他(                    ) 

















1. 周辺住民を信頼している 1 2 3 4 5 
2. 周辺のイベントには参加したい  1 2 3 4 5 
3. 行政のサポートがしっかりしている 1 2 3 4 5 








1. 避難も転居もしていない       2. 自宅に被害を受け一時的に避難した 
3. 安全面を考慮し一時的に避難した   4. 現在も避難している 
5. 震災によって転居した         6. 震災と関係なく転居した 
7.その他(                 ) 
付録 4 
- 49 - 
問 23 あなたのご自身のことについて教えて下さい。(項目ごとに 1 つ〇をつけて下さい) 
項目 回答欄 
1) 性別 1. 男性   2. 女性 
2) 年齢 1.  ~19 歳   2.  20 歳~29 歳   3.  30 歳~39 歳   4.  40 歳~49 歳  
5.  50 歳~59 歳   6.  60 歳~64 歳   7.  65 歳~69 歳   8.  70 歳~ 
3) 職業 1. 農林水産業   2. 自営業   3. 公務員  4. 会社員  5. 主婦   
6. 学生 7. パート・アルバイト   8. 無職   9. その他(          ) 
4) 居住形態 1. 単身   2. 夫婦のみ  3. 夫婦とその子供  4. 夫婦とその親 
5. 夫婦とその子供と親   6. その他(                 ) 
5) 持ち家形態 
1. 持ち家戸建   2. 持ち家マンション・アパート  3. 賃貸戸建   
4. 賃貸マンション・アパート  5. 社宅・寮・官舎   6. 応急仮設住宅  
7. 雇用促進住  8. 知人の住まいに避難 9. その他(          ) 
6) 居住年数 いわき市で約 (      ) 年 現住所で約 (       ) 年 
7) この郵便を転送で 
受領されましたか 
1. はい   差し支えなければ現在居住している小字(例：平字梅本...)を 














平成 25 年   月   日 （このアンケートにお答えいただいた日付） 
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